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広島市地域共生社会実現計画（広島市地域福祉計画）中間取りまとめ（案） 

に対する広島市社会福祉審議会委員の意見への対応 

 

※委員名は名簿順としています。 

委 員 意見要旨 対 応 

烏帽子田委員 ・ 計画は網羅的に書かれているが、年次計画

的なものとしてどこまで実現させるのか。こ

の計画には重点目標があると思う。本当に必

要なものは何かを把握するため、モデル地区

を育てていきながら、いろんな経験を積んで

いく、具体的なことに取り組む時期に来てい

るのではないか。 

・ 重点的な取組として掲げている

地域の包括的な支援体制の構築に

ついては、計画期間内において、

現在、東区で行われているモデル

的な取組を他地区にも広げ、その

成果を踏まえ、全市的な展開に向

けて施策の推進を図ることとして

います。 

 ・ ＮＰＯ、その他の団体を巻き込んだり、地

域の中でネットワークをつくることについ

て、図示や具体的に書き込むことを検討する

必要がある。 

・ ＮＰＯやその他の団体を含めた

関係機関との連携や地域における

ネットワークづくりについては、

第 2 編－第 3 章の「地域住民等と

支援関係機関による包括的な支援

体制の構築」（P.17）に記載してい

るとおりです。 

・ また、図示については、「地域の

包括的な支援体制の『目標像』」

（P.23）のとおりであり、「ＮＰＯ

等市民活動団体」及び「民間企業」

を追加しました（中間取りまとめ

で反映済み）。 

落久保委員 ・ 「福祉サービスを担う人材の確保・育成」

（P.13）に、広島市としての福祉を担う外国

人労働者への対応について明記すべきであ

る。 

・ 本年 4 月 1 日に改正入管難民法

が施行されたことを受け、本市と

しても、今後、介護の分野での外

国人人材の受入れに関する対応策

について、検討を行うこととして

いるため、現時点ではこの計画に

具体的に記述することはできませ

んが、今後の検討結果については、

高齢者施策推進プラン等の個別計

画に反映していきたいと考えてい

ます。 

  

参考資料３ 
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委 員 意見要旨 対 応 

落久保委員 

（続き） 

・ 「多機関の協働による包括的な相談支援体

制の整備」の 4の⑶（P.20）に関連して、医

療的ケア児の在宅生活を支えることについ

ても目を向けておく必要がある。 

・ 医療的ケア児への支援について

は、広島市障害者計画において、

施策の方向性として「医療的ケア

児や重症心身障害児も含め障害特

性等に配慮したきめ細かい支援の

充実」を掲げ、関連する取組を記

載しているため、本計画に重複し

て記載することはしていません。 

川口委員 

（文書提出意

見を含む。） 

・ 中間取りまとめ（案）からは、地域住民同

士は頑張ります、専門機関の多機関が協働し

ますということだけしか読み取れない。本

来、協働は行政と市民の間でなされるべきで

あるという前提を大切にしてもらいたい。 

・ 行政は住民活動をバックアップするという

立場ではなく、市民と対等な立場でこれから

の地域・福祉を共につくっていくという姿勢

であるべきであり、そういう協働の考え方、

書き方ができないか。 

・ 御意見を基に、第 1 編－第 4 章

の「課題への対応の方向性」第 4

（P.10）及び第 7章の「基本理念」

（P.11）に、行政と地域との協働

について追加しました。 

 ・ 市民と行政の協働が重要であるため、「基

本理念」（P.11）について「市民の誰もが住

み慣れた地域で、それぞれに役割を持ち、お

互いに支え合い、心豊かに暮らし続けること

ができる『行政と共に創る（あるいは行政と

一体となった）』地域共生社会の実現」とす

る、又は本論に行政の協働姿勢をしっかり書

き加えるべきである。 

・ 御意見を基に、第 1 編－第 4 章

の「課題への対応の方向性」第 4

（P.10）及び第 7章の「基本理念」

（P.11）に、行政と地域との協働

について追加しました。 

 

  



 3 / 13 
 

 

委 員 意見要旨 対 応 

川口委員 

（続き） 

・ 「民間との連携・協働による地域福祉の推

進」（P.20）について、「民間」という言葉を

省き、「連携・協働による地域福祉の推進」

とした上で、第 1として「市民との協働」を

加えるべきである。 

・ 第 2 編－第 4 章の「民間との連

携・協働による地域福祉の推進」

は、地域住民等以外の社会福祉法

人や民間企業等との連携・協働に

ついて記載しようとしている部分

であるため、前述のとおり、第 1

編－第 1 章の「課題への対応の方

向性」第 4（P.10）及び第 7章の「基

本理念」（P.11）に、行政と地域と

の協働について追加したところで

す。また、具体的な取組について

は、第 3章－第 1及び第 2（P.17，

18）に既に記載しているところで

す。 

 ・ 「重層的な圏域のイメージ図」（P.6）及び

「地域の包括的な支援体制『目標像』」（P.23）

に、「ＮＰＯ等市民活動団体」を入れるべき

である。また、圏域に関係なく活動する民間

企業が町内会・自治会の圏域に示されている

のは違和感があるため、圏域の図にレイヤー

を重ねる形で「民間企業」、「ＮＰＯ等市民活

動団体」を入れてはどうか。 

・ 「重層的な圏域のイメージ図」

（P.6）の市の圏域の施設等に、「Ｎ

ＰＯ等市民活動団体」及び「民間

企業」を追加し、市の圏域内のど

の圏域でも活動し得ることを明ら

かにしました。 

・ 「地域の包括的な支援体制『目

標像』」（P.23）に「ＮＰＯ等市民

活動団体」及び「民間企業」を追

加しました（中間取りまとめで反

映済み）。 

 ・ 「重層的な圏域のイメージ図」（P.6）に「障

害発達支援センター」とあるが、こうした名

称の施設はない。 

・ 「重層的な圏域のイメージ図」

（P.6）の「障害発達支援センター」

を「発達障害者支援センター」に

修正しました（中間取りまとめで

反映済み。）。 
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委 員 意見要旨 対 応 

川口委員 

（続き） 

・ 「多機関の協働による包括的な相談支援体

制の整備」の 4の⑶（P.20）について、こど

も療育センターとその他の機関との連携が

できるようにするという観点等から、「こど

も療育センター、児童発達支援センター及び

児童発達支援事業所などの専門機関相互の

連携やこれらの機関と保育園、幼稚園、学校

等との連携を深めるなど、相談及び支援体制

の充実を図ります。さらに、これら専門機関

と医療機関の連携の強化も図っていきま

す。」とすべきである。 

・  御意見を基に修正しました

（P.20）。 

・ 「相談支援」を「相談及び支援」

と分けて表記することについて

は、「相談支援」と分けずに表記す

ることが国の文書等においても一

般的であることから、原文のまま

としています。 

 ・ 「権利擁護の推進」の 1（P.21）について、

障害者権利条約の批准を契機に、安易に「成

年後見」へという考え方を見直し、まずは個

人の意思確認を徹底するという考え方が主

流になってきたので、「高齢者や障害者が住

み慣れた地域で安心して暮らしていけるこ

とができるよう、本人の意思を最大限尊重し

た上で、必要に応じて、日常生活での契約や

財産管理を支援する成年後見制度の活用を

考え、その業務を適正に行うことができる担

い手の育成に取り組みます。」とすべきであ

る。 

・  御意見を基に修正しました

（P.21）。 

児玉委員 ・ 地域高齢者交流サロンは、介護保険のデイ

サービスに比べて行政の費用負担は少なく

済むと思うので、補助件数を増やすことを検

討した方がよいのではないか。 

・ 「福祉コミュニティの拠点づく

り等への支援」の⑷（P.16）に「高

齢者いきいきサロン（中略）など

地域福祉活動の拠点について、一

層拡大を図ります。」と記載してい

るところです。御指摘の視点につ

いては、市（高齢福祉課）におい

て事業を進めていく上での参考と

させていただきます。 
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委 員 意見要旨 対 応 

正原委員 

（文書提出意

見を含む。） 

・ 「権利擁護の推進」の 4（P.21）の虐待に

対する一時保護について人的・物的な面でも

整備するということを明確化するとともに、

虐待対応について医療、警察、学校などの関

係機関の連携や、一時保護した後、親子を分

離せざるを得ないときでも、子どもが育って

いくことができる環境の整備について記載

すべきである。 

・ 一時保護できる体制の整備の具

体的な内容については、個別計画

での対応が適当であると考えられ

るため、御意見については、今後

における対応の参考とさせていた

だきます。 

・ 親子を分離した後の子ども等へ

の支援については、子ども子育て

支援事業計画において、「虐待を受

けた子ども等への支援の充実」を

掲げ、関連する取組を記載してい

るため、本計画への重複記載はし

ないこととしています。 

・ 関係機関の連携については、同

項目に 4 として追加しました

（P.22）。 

 ・ 「権利擁護の推進」の 4（P.21）に「虐待

の防止に向けた取組」とあるが、例示されて

いる一時保護の体制の整備や虐待対応職員

の研修の充実などは虐待の早期の対応や適

切な対応のための対策であるため、「防止」

という表現よりも「早期対応」や「重篤化の

防止」という表現の方がよいのではないか。 

・ 「早期対応」に修正しました

（P.22）。 

 ・ 「権利擁護の推進」の 5（P.21）の「子育

ての負担が重いと考えられる家庭」という表

現について、P.31の支援の実践例における表

現に合わせて「支援を要すると考えられる家

庭」としてはどうか。 

・  御意見を基に修正しました

（P.22）。 
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委 員 意見要旨 対 応 

中尾委員 ・ 「民間との連携・協働による地域福祉の推

進」（P.20）にＮＰＯや当事者組織の記載を

加えた方が良いという意見があったが、ペア

レント・メンター（発達障害のある子の子育

てを経験し、かつ相談支援に関する一定のト

レーニングを受けた親）として、地域住民が

できることがあるのではないか。 

・ 「民間との連携・協働による地

域福祉の推進」の第 1（P.20）に 3

として、ペアレント・メンターも

含めた機能組織（ＮＰＯ等）との

連携について取組を追加しました

（中間取りまとめで反映済み。）。 

 ・ 「支援の実践例」（P.26～32）に関して、

ケアマネージャーが家庭訪問した際に、家族

の方の障害に気付き、福祉サービスにつない

だというケースもある。 

・ 「支援の実践例」は、典型的な

事例を取り上げることとし、地区

社会福祉協議会や民生委員、町内

会による発見を例示としていま

す。 

・ 地域包括支援センターが発見す

る事例については、今後の取組の

参考とさせていただきます。 

永野委員長 ・ この計画には、保健師という言葉が多く出

てくるが、区役所には地区担当保健師がい

て、地域側にコミュニティソーシャルワーカ

ーがいないということは大きな問題ではな

いか。 

・ 本市では、保健師の地区担当制

に加え、地域包括支援センター等

に「相談支援包括化推進員」を配

置して各相談支援機関等のネット

ワークを構築し、相談者をチーム

アプローチにより支援する体制を

整備することとしており、これら

により、地区社会福祉協議会を中

心とした地域の取組をバックアッ

プすることで、コミュニティソー

シャルワーカーと同様の機能を果

たすことができるものと考えてい

ます。 

・ こうした取組については、現在、

東区で行われているモデル的な取

組を他地区にも広げ、その成果を

踏まえ、全市的な展開に向けて施

策の推進を図ることとしており、

その中で、御指摘のコミュニティ

ソーシャルワーカーの導入につい

ても必要性を検討することになる

ものと考えています。 
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委 員 意見要旨 対 応 

永野委員長 

（続き） 

・ 市は、地区社会福祉協議会（地区社協）の

事務局を強化すると言っている。地区社協に

事務局はあるが、核となる人物がなかなかい

ないと思う。地域の包括的な支援体制を採ろ

うと考えているのであれば、市社会福祉協議

会（市社協）も頑張るが、市も事務局機能を

強化するために助力をお願いしたい。 

・ 中間取りまとめにおいても、地

区社協の事務局機能の充実を図る

こととしているところであり、そ

の具体的な内容について、今後、

市社協とも協議しながら、検討し

ていきます。 

中原委員 ・ 「権利擁護の推進」（P.21）に関連して、

精神障害者の場合、本人が自宅で暴れて、親

が逃げ出しているという状況があるので、親

の権利擁護も考えてもらいたい。また、介護

している方も疲労困憊しているため、それら

の方の権利擁護も併せて考えてもらいたい。 

・ 精神障害者の親や介護する方の

権利擁護については、個別計画で

対応することが適当であるため、

御意見の内容については、今後の

取組の参考にさせていただきたい

と考えています。 

宮﨑委員 ・ 「支援の実践例」（P.26～32）の 1や 2は、

地区社会福祉協議会（地区社協）がリードす

るようになっているが、市民意識調査の結果

（P.61）を見ると、社協のことが市民にほと

んど知られていないため、地区社協の骨組を

しっかりしておかないと実現するのは難し

いのではないか。 

・ 地区社協への支援については、

活動拠点の整備の促進、事務局機

能の充実を図ることにより、体制

の整備を図ることとしています

（P.19）。 

山田（知子）

委員 

・ 「支援の実践例」（P.26～32）はテーマに

偏りが見られるため、虐待や子育て支援な

ど、テーマを広げることができないか。また、

ＮＰＯの関与も分かる事例があるとよい。 

・ 事例 7 として、児童虐待への対

応について追加するとともに、そ

の中でＮＰＯによる支援を記載し

ました（P.32）。 

 ・ 「支援の実践例」（P.26～32）について、「共

助」「公助」は書いてあるが、「自助」はどう

なるのか。その捉え方というか、要援護者の

心構えやすべきことが事例の中に含まれな

くていいのか。 

・ 「支援の実践例」においては、「共

助」「公助」の結果、本人が治療を

受けたり、社会参加したりするよ

うになるなどの「自助」について

も触れているところです。 
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委 員 意見要旨 対 応 

山田（知子）

委員 

（続き） 

・ 「地域の包括的な支援体制『目標像』」（P.23

～24）について、「重層的な圏域のイメージ

図」（P.6）とどこが違うのか。例えば、イメ

ージ図では地域子育て支援センターなど、区

の圏域や市の圏域の中に含まれている機関

が、目標像では、全て中学校区の圏域に含ま

れているが、こうした点が分かりにくい。 

・ この目標像だけでは、何をどうすることが

目標なのか、どういう形が目標なのかという

ことが分かりにくい。 

・ 「重層的な圏域のイメージ図」

の方は、地域福祉に関する様々な

主体が活動するエリアを客観的に

示すものであるのに対し、「目標

像」の方は、圏域ごとの活動主体

の機能と相互の関係を示すもので

す。また、目標像においては、活

動主体のカバーするエリアが中学

校区の圏域にとどまらないものに

ついては、圏域からはみ出すよう

に表記しているところです。 

・ 目標像が目指すところについて

は、図の下に説明文を記載してい

るところです。 

 ・ 「目標像に至るプロセス」（P.25）は、そ

れぞれの圏域ごとに個別に段階的に上がっ

ていくものなのか。圏域ごとにステップアッ

プしていくと、圏域を超える可能性や連携の

在り方が出てくるのではないか。縦の連動性

は全然なくていいのか。 

・ 「目標像に至るプロセス」は、

圏域ごとにどのような段階を踏ん

で包括的な支援体制の構築に向け

て取り組んでいくかを示したもの

であり、圏域を超えた連携につい

ては、「地域の包括的な支援体制

『目標像』」（P.23）で示していま

す。 

山田（春男）

委員 

・ 計画の内容は、地域に頼り切っている感じ

がする。この計画を進めると、地域間の格差

が生じる可能性があると思う。また、計画を

見た人が町内会や地区社会福祉協議会（地区

社協）の役割が大きいと感じ、担い手のなり

手がいなくなるかもしれない。そういう懸念

があるので、地域包括支援センターや区役所

などが連携して、公がある程度手助けする必

要があると思う。地域だけで計画の全ての内

容を抱えることはできないと思う。 

・ 地域の包括的な支援体制につい

ては、地域によってこれまでの活

動状況等に差があることから、計

画期間内において、現在、東区で

行われているモデル的な取組を他

地区にも広げ、その成果を踏まえ、

全市的な展開に向けて施策の推進

を図ることとしました（中間取り

まとめで反映したものを一部修

正。）。 

・ 地区社協への支援については、

活動拠点の整備の促進、事務局機

能の充実を図ることにより、体制

の整備を図ることとしています

（P.19）。 
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委 員 意見要旨 対 応 

堀田委員 

（文書提出意

見を含む。） 

・ 地域生活課題を、地域住民自身で解決でき

るものと専門的なものとに、地区社会福祉協

議会（地区社協）で整理する場づくりが必要

である。地区社協レベル、地域包括支援セン

ターレベル、区レベルの各段階に必要である

が、特に地区社協レベルで必要であり、地区

社協が、その場づくりをしっかりしないと、

課題がごちゃ混ぜになり、地域住民が背負う

ことになる。 

・ 地区社協が地域生活課題に関す

る相談を包括的に受け止めること

ができるよう、活動拠点の整備の

促進、事務局機能の充実を図るこ

とにより、体制の整備を図ること

としています（P.19）。 

 ・ 地域包括ケアの要点は、専門職の問題の共

有化と協働体制づくりにある。多機関の専門

職のネットワークづくりの要は、地域包括支

援センターということであるが、地域包括支

援センターが、市からの委託業務だけではな

く、地域特性に応じた自主的な活動ができる

ように、専門機関等と行政が連携できる仕組

みづくりが重要である。 

・ 第 2 編－第 3 章－第 3 の４⑴

（P.20）において、関係者のネッ

トワークの中核を担う機関に支援

に関する協議・検討の場を設け、

個別支援から派生する新たな資源

やシステムづくりの必要性につい

ても協議・検討を行うこととして

います。 

 ・ テーマ型の活動組織（ＮＰＯ等）と地縁団

体（町内会・自治会、地区社会福祉協議会等）

が連携できるような仕組みづくりについて

も支援していくことが必要である。 

・ 「民間との連携・協働による地

域福祉の推進」の第 1（P.20）に 3

として、ＮＰＯ等との連携につい

て取組を追加しました（中間取り

まとめで反映済み。）。 
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委 員 意見要旨 対 応 

堀田委員 

（続き） 

・ 支援には個別支援と地域支援の二つがあ

り、両方取り組んでいかないといけない。地

域支援を担うのは社会福祉協議会であると

思うが、他都市では個別支援と地域支援を連

動させるためにコミュニティソーシャルワ

ーカーを配置しているところもある。地区担

当保健師だけで低所得の問題など福祉も含

めて対応させるのは限界があり、地域側にも

コミュニティソーシャルワーカーを置く必

要があると思う。 

・ 本市では、保健師の地区担当制

に加え、地域包括支援センター等

に「相談支援包括化推進員」を配

置して各相談支援機関等のネット

ワークを構築し、相談者をチーム

アプローチにより支援する体制を

整備することとしており、これら

により、地区社会福祉協議会を中

心とした地域の取組をバックアッ

プすることで、コミュニティソー

シャルワーカーと同様の機能を果

たすことができるものと考えてい

ます。 

・ こうした取組については、現在、

東区で行われているモデル的な取

組を他地区にも広げ、その成果を

踏まえ、全市的な展開に向けて施

策の推進を図ることとしており、

その中で、御指摘のコミュニティ

ソーシャルワーカーの導入につい

ても必要性を検討することになる

ものと考えています。 

 ・ 「民間との連携・協働による地域福祉の推

進」（P.20）には、ＮＰＯや当事者組織とい

った市民活動グループとの連携が抜けてい

る。市社会福祉協議会の計画では、第一段階

として区レベルでプラットフォームを作ろ

うとしているので、記載すべきである。 

・ 「民間との連携・協働による地

域福祉の推進」の第 1（P.20）に 3

として、ＮＰＯ等との連携につい

て取組を追加しました（中間取り

まとめで反映済み。）。 

 

  



 11 / 13 
 

 

委 員 意見要旨 対 応 

堀田委員 

（続き） 

・ 年次計画を示さないとしても、最終年度に

はここまで取り組むという目標を示すべき

である。 

  この計画を見ると、市社会福祉協議会の計

画も、特に地区社会福祉協議会の育成強化の

部分をかなりリニューアルする必要がある

と感じている。 

・ 地域における包括的な支援体制

の構築については、本計画の計画

期間である 5 年間において全て

の地域で構築するというもので

はなく、あくまでも構築を目指

し、この 5年間において、現在、

東区で行われているモデル的な

取組を他地区にも広げ、その成果

を踏まえ、全市的な展開に向けて

施策の推進を図るというもので

あることとし、その旨を明示する

ため、第 3 章の柱書き（P.17）、

同章第 1 の 1（P.17）、第 2 の 1

（P.18）、第 3 の 1（P.19）の記

述を修正しました（中間取りまと

めで反映したものを一部修正。）。 

 ・ 地区社会福祉協議会（地区社協）に相当高

次なことを求めているため、市社会福祉協議

会と協議した上で、市・区社会福祉協議会

（市・区社協）と目標を共有してほしい。地

区社協の育成プランや強化プランを出して

ほしいぐらいである。 

・ 地区社協が地域生活課題に関す

る相談を包括的に受け止めるこ

とができるよう、活動拠点の整備

の促進、事務局機能の充実を図る

ことにより、体制の整備を図るこ

ととするなど、市・区社協と連携

の下、地区社協に対しバックアッ

プを行うこととしています

（P.19）。 

 ・ 個別計画に委ねる部分とこの計画と個別計

画が連動する部分、この計画だけに定める部

分を整理する必要がある。上位計画は、個別

計画を調整するものであるべきと思うが、

「他の福祉分野の個別計画との関係」（P.3）

等には、計画の位置付けしか書いていないよ

うに思えるため、その旨を記載すべきであ

る。 

・ 「他の福祉分野の個別計画との

関係」（P.3）に各分野の個別計画

と本計画の役割を追加しました

（中間取りまとめで反映済み。）。 
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委 員 意見要旨 対 応 

堀田委員 

（続き） 

・ 「目標像に至るプロセス」（P.25）は、ベ

クトル図を用いてはどうか。現行の表形式で

は、圏域間の連携が切れているような印象を

受ける。 

・ 「目標像に至るプロセス」は、

圏域ごとにどのような段階を踏

んで包括的な支援体制の構築に

向けて取り組んでいくかを示し

たものであり、圏域を超えた連携

については、「地域の包括的な支

援体制『目標像』」（P.23）で示し

ています。 

 ・ 「目標像に至るプロセス」（P.25）のステ

ップ①の「気運の醸成、環境づくり」の前に、

地域住民が地域の問題に気付く・認識するこ

とが必要である。そのためにも、公民館の福

祉講座や、市社会福祉協議会（市社協）のや

さしさ発見プログラムなどが重要であるた

め、再整理が必要である。 

・ 地域住民が地域課題に気付くこ

とができるようにすることは、ス

テップ①の「気運の醸成、環境づ

くり」（P.25）に含まれると考え

るため、ステップ①に、地域住民

の気付きや関心につながる取組

を追加しました（中間取りまとめ

で反映済み。）。 

 ・ 「支援の実践例」の事例 1・2（P.26～27）

は別々になっているが、市社会福祉協議会

は、近隣ミニネットワーク、ふれあい・いき

いきサロン、ボランティアバンクを一体のも

のとして進めているため、地域の誤解を避け

るためにも、示し方を再考すべきである。 

・ 事例 1及び 2を、事例 1（P.26）

として統合するとともに、その中

にふれあい・いきいきサロンにつ

いても追加しました（中間取りま

とめで反映済み。）。 

 ・ 今回の計画は区レベルまでとなっている

が、市、つまり本庁として地域福祉施策をど

のように展開していくのか、どこかで触れて

おく必要があるように思う。 

・ 中間取りまとめに示している地

域福祉に関する施策は、区レベル

にとどまらず、市全体として展開

すべき取組であると考えていま

す。 

 ・ 「社会福祉法人による公益的活動の促進」

（P.20）の 2の文末は、「必要な指導・援助」

ではなく、「必要な支援」に修正した方が良

い。 

・ 御意見のとおり修正しました

（P.20）。 
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委 員 意見要旨 対 応 

堀田委員 

（続き） 

・ 「福祉のまちづくりの推進」（P.21）の表

題は、内容はバリアフリー化なので、「バリ

アフリーの推進」又は「福祉環境の整備」が

適当ではないか。 

・ バリアフリーの用語は主にハー

ド面での施策に使われることが

多いため、見出しを「バリアフリ

ーの推進」とすると、意識啓発な

どのソフト面での施策を含んで

いることが読み取りにくくなる

ため、原文のとおりとしていま

す。 

 ・ 「地域の包括的な支援体制の概念図」及び

「地域での見守り活動の流れ図」を作成した

ので、参考にしてもらいたい。 

・ 今後、地域の包括的な支援体制

について、東区で行われているモ

デル的な取組を他地区にも広げ

ていく中で、参考にさせていただ

きます。 

 


